
（別記様式）

（市町村長）　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請年月日
申請者住所（事業所）
氏　　　名（名　称）

地方税法施行令附則第11条第36項に規定する要件に該当することの証明申請書

下記１．の土地が、地方税法（以下「法」という。）附則第15条第32項の規定の適用を受ける土地として、地方税法施行令（以下「令」という。）附則第11条第36項に規定する要件を満たすものであることにつき証明を受けたいので、申請します。

記
１．都市緑地法第63条に規定する認定計画（以下「認定計画」という。）に基づき設置した同法第55条第１項に規定する市民緑地の用に供する土地
	所在
	

	地番
	

	地目
	

	地積
	



２．１．の土地及び１．の土地と一体となって管理又は使用されている土地（以下「対象土地」
という。）が家屋の敷地の用に供されている場合、当該家屋（以下「対象土地の上に存する家屋」という。）の用途
注）  対象土地の上に複数の家屋がある場合又は複数の用途に供する家屋がある場合には、全ての用途を選択すること。
□　住宅　□  学校　□  幼保連携型認定こども園
□　老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（①）
□　保育所その他これに類するもの（②）
□　建築基準法施行令第19条第１項に規定する児童福祉施設等（助産所及び①、②に掲げるものを除く。）
□　診療所　□　病院　□　公衆便所　□　工場　□　倉庫

３．１．の土地における緑地の量的拡充又は市民緑地の質的向上に資する取組
注） 認定計画に記載があるもの。複数の取組がある場合には、全ての取組を選択すること。
　□　市民緑地が設置される前に比して都市緑地法施行規則第二十五条に規定する緑化施設の面積の増加に資する取組
　□　当該市民緑地を利用する住民の利便のために必要な施設又は設備の新たな整備
　□　市民緑地の利活用の促進のための行事等の実施
　□　地域住民等が主体となった又は地域住民等及び市民緑地の設置管理者が連携した管理運営の実施
　□　その他緑地の量的拡充又は市民緑地の質的向上に資する取組の実施
　　　（具体的な取組内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４．令附則第11条第36項に規定する要件に該当することが確認できる書類（添付）
· 認定を受けた市民緑地設置管理計画
· 対象土地の登記事項証明書
· 対象土地の上に存する家屋の登記事項証明書（２．に該当する項目がある場合に限る。）
· 対象土地の上に存する家屋の用途を証する建築確認済証、検査済証、台帳記載事項証明書等の書類（２．に該当する項目がある場合に限る。）
· 誓約書（別紙様式）

	上記の土地は、法附則第15条第32項の規定の適用を受ける土地として、令附則第11条第36項に規定する要件を満たすものであることにつき、証明する。ただし、本証明申請書に記載した事項及び添付した書類に変更があった場合は、この限りでない。

　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　（市町村長）　　印






(別紙様式）

地方税法施行令附則第11条第36項に規定する要件に該当することの証明申請に当たっての誓約書




　私は、下記事項について確認したことを誓約いたします。

記

地方税法施行令附則第11条第36項に規定する要件に該当することの証明申請書（以下「証明申請書」という。）に記載した事項及び添付した書類に変更があった場合は、速やかに申し出ること

　証明申請書に記載する土地
所在：
地番：


以　　上


　　年　　月　　日

住　　所


氏　　名（法人の場合は、名称及び代表者氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

